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千葉県知事　　森田健作　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０２０年１月２８日　日本共産党千葉県委員会／同　千葉県議会議員団

　　　　　　　　　　　　　　陸自オスプレイの「暫定配備」の受け入れに関する申し入れ

　昨年１２月２５日木更津市長は、陸自オスプレイの「暫定配備」受け入れを表明しました。同市長は河野防衛大臣
との面談で「暫定期間を５年以内とする」ことなど４点の合意を得たことを森田県知事に報告し「暫定配備計画に協
力する」と述べました。知事はこの考えを応諾した旨を、記者会見で明らかにしています。
貴殿のこの対応は「県民の安心・安全」に対する知事としての責務を放棄したものと言わざるを得ません。同時に、
安保法制（戦争法）のもとで日米軍事一体化が進行し、安倍政権による「戦争する国」づくりが進められている中で、
木更津をオスプレイの拠点とするものです。日本共産党千葉県委員会と千葉県議団は、憲法９条の立場を堅持し、県
民の安全と平穏な生活環境を築くために、陸自オスプレイの暫定配備計画の受け入れ撤回を求め、以下の申し入れを
行います。

１．県として防衛省に陸自オスプレイ運用の確実な情報提供を強く求めること。
千葉県から防衛省への再質問に対する同省からの回答（令和元年１２月２４日付け関防企基第５７０７号）において、
陸自オスプレイの運用等に関する情報共有について「事柄の性質上、防衛省・自衛隊において行われるべきもの」と
して、情報提供を拒んでいます。軍事優先で地方自治体の意思をないがしろにするような国の姿勢は断じて容認でき
ません。

２．事実上の恒久配備と言える「暫定配備」を容認する姿勢は改めること。
木更津市長が河野大臣と合意したとされる「暫定配備期間を５年以内とすること」について、河野大臣は「５年以内
を目標として対応できるように頑張りたい」と述べたに過ぎず、５年以上の配備が続く可能性を否定していません。
恒久配備になる可能性が高くなっています。

３. 少なくとも訓練地域として想定される自治体での説明会を確実に開催するよう、県として国に求めること。
防衛省は、オスプレイの訓練地域について、木更津駐屯地周辺、習志野、富士、相馬原などの演習場を想定するとし
ており、木更津市以外の住民も事故の危険や騒音等の被害をこうむることになります。これまで住民への説明会は木
更津市内で行われただけであり、県内各自治体での説明会を行っていません。

４. 県民を事故の危険や騒音被害にさらす、陸自オスプレイの木更津への暫定配備計画の撤回を国に求めること。
オスプレイは、機体構造の欠陥が指摘され、重大事故が相次いでいます。防衛省は、配備された場合、オスプレイは、
「住宅地の上の飛行」も、「早朝・深夜の飛行」も、「低空飛行」も行うとしています。騒音による被害、オスプレイの
機体そのものや落下物の危険や事故が起きる可能性があります。（以上）
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　日本共産党千葉県議団と同千葉県委員会は２８日、千葉
県知事に対して、木更津駐屯地への陸自オスプレイの「暫
定」配備計画の受け入れ撤回を申し入れました。
　木更津市長は昨年末に防衛大臣との面談後に「暫定配備
計画に協力」することを表明し、知事も同市の判断を尊重
する旨を明らかにしています。こうしたもとで、加藤英雄
党県議団長、川副邦明、浅野ふみ子両党県副委員長、丸山
慎一前県議らが、△防衛省へ同機運用の確実な情報提供を要求。△事実上の恒久配備と言える「暫定配備」を
容認する姿勢は改める。△訓練が想定される自治体での説明会開催。△政府に県民を事故や騒音被害にさらす
「暫定配備計画」の撤回を求める。の４項目を要求しました。（申し入れの詳細は別項参照）

（左２人目から）県担当課長に申し入れ書を手渡す加藤
英雄、浅野ふみ子、川副邦明、丸山慎一の各氏

２月県議会　２月１３日（木）開会　　３月１３日（金）閉会
日本共産党は、一般質問、予算委員会、常任委員会で質疑を予定　　請願締切２月２０日（木）
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千葉県が２０２０年度一般会計予算案を発表しました

私立
高校

授業料減免・入学金軽減が拡充授業料減免・入学金軽減が拡充

授　

業　

料

授　

業　

料

　　　　　　　　　現　行

全額免除　　　生活保護世帯

　　　　　　　年収３５０万円未満世帯

３分の２減免　年収３５０万円～６４０万円世帯

　　　　 ２０２０年度

生活保護世帯

年収６４０万円未満世帯

年収６４０万円～７５０万円世帯

２０２０年度は、授業料全額免除の対象を３５０万円未満世帯（現行）から６４０万円未満世帯まで、
同じく３分の２減免の対象は６４０万円以下世帯から７５０万円未満世帯に拡大します。

国は「就学支援金」の支給額を引き上げる予定です。これにあわせ、千葉県は県単独の「授業料減免・入学金軽減
事業補助」を拡充し、県内私立高校等への就学支援を拡げます。

入　

学　

金

入　

学　

金

　　　　　　　　現　行

生活保護世帯

年収３５０万円未満世帯

２０２０年度

５万円
（助成上限）

１５万円
（助成上限）

２０２０年度は、入学金補助限度額を一人あたり１０万円引き上げ、１５万円とします。

私学経常費助成は、県独自に高校で生徒一人あたり１０００円、同じく
幼稚園で２０００円を増額します。
私学関係者、県民の声と行動、日本共産党のとりくみが県政をうごかし
ました。
引き続き、私学の施設整備費等（２０１９年度平均２５０，５３７円）
の減免へがんばります。

２月県議会　２月１３日（木）開会
　　　　　　３月１３日（金）閉会

２／１９～２／２７　本会議
２／２０午後５時　請願締め切り
３／２～４　予算委員会
３／５　健康福祉常任委員会（みわ由美県議）
　　　　文教常任委員会（加藤英雄県議）
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新型
肺炎

国との連携つよめ、検疫・医療機関・保健所
体制の強化など感染拡大の防止に総力を
　　　　知事に緊急申し入れしました

　　　　　　　　　　新型コロナウイルス肺炎の感染拡大防止に関する緊急申し入れ

　　　　　　　　　　　　２０２０年２月４日　日本共産党千葉県委員会／日本共産党千葉県議会議員団

　中国湖北省武漢市で発生した新型のコロナウイルスによる肺炎が世界的に広がっています。中国本土の
感染者は既に２００２年から２００３年に流行したＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）の感染者数を大きく
上回り、２月３日現在、２万人を超え、４００人以上が亡くなっています。日本の２０人（無症状含む）
をはじめアジア各国、米国、ヨーロッパ、中東でも感染者が確認されています。
　コロナウイルスには、かぜの原因になる４種類のウイルスと、動物由来で重症肺炎を引き起こすＳＡＲ
ＳとＭＥＲＳ（中東呼吸器症候群）の２種類が知られており、治療薬や感染予防用のワクチンはありません。
今回発見された新型は、重症化することのあるコロナウイルスだと考えられていますが、今のところ、致
死率は２～３％で麻疹と同程度とも言われています。現時点で厚労省は、季節性インフルエンザと同じよ
うに、せきエチケットや手洗いなどの基本的な感染症対策に努めるよう呼び掛けています。
世界保健機関（ＷＨＯ）は、１月３１日未明（日本時間）、中華人民共和国湖北省武漢市における新型コロ
ナウイルス関連肺炎の発生状況が「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態に該当すると発表しました。
日本政府も１月２８日、新型コロナウイルスによる肺炎を感染症法に基づく「指定感染症」に指定し、入
院勧告や就業制限、入院に伴う医療費の公費負担が可能となっています。
　県は１月２３日、健康危機管理対策本部会議を立ち上げて対応しています。しかしながら、感染拡大が
危惧され、県民の不安も増大していることから、国との連携を強め、さらなる検疫体制強化、医療機関や
保健所などの体制強化などに総力をあげ、感染拡大を防止する抜本的な対策が求められています。そこで、
以下の事項を緊急申し入れものです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急申し入れ事項
１．成田空港などでの水際の検疫体制をいっそう強化するとともに、県内専門医療機関や健康福祉センタ
　ー（保健所）などの体制を緊急に確立・強化し、事態の進展に合わせて対策を見直すこと。

２．一般医療機関への迅速で正確な情報提供や、県民への丁寧な説明を行うこと。

３．武漢から帰国した邦人に対する調査・予防的措置は人権に配慮すること。

４．観光産業を中心として打撃を受ける産業への必要な経済支援を実施すること。

　コロナウイルスによる新型肺炎について、千葉県は１月２３
日に健康危機管理対策本部会議を開き、対応しています。
　日本共産党千葉県委員会と同県議団は２月４日、森田健作知
事に対して感染拡大防止の抜本的な対策を求めて、緊急申し入
れしました。
　応対した石川秀一郎県疾病対策課長は「衛生研究所（千葉市
中央区）で検査できるようになった。県民に手洗い、うがいの
徹底などを周知し、感染を防止したい」と述べました。

左２人目から・加藤英雄県議、浅野ふみ子党県
副委員長、みわ由美県議

訂正
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　　　　　　　　　　　　　　　予定している主な質問項目
１．知事の政治姿勢
　◆陸自オスプレイの木更津への「暫定」配備受け入れ撤回を

２．２０２０年度予算案の歳入・歳出の組み換え提案
　①増額を求める予算
　◆子どもの医療費助成、国保子どもの均等割分助成、重度心身障害者医療費一部負担金解消
　◆特養ホームの独居・高齢者のみ世帯入所待ち解消、介護職員・保育士の待遇改善
　◆少人数学級拡充（小学４年、中学２年）、産休・育休など代替教員未配置解消、私学の施設
　　整備費等減免
　◆農業次世代人材投資事業（旧青年給付金）拡充、商店街向け予算の大幅拡充
　◆河川の水位計増設、信号機増設、交通安全対策・生活道路維持の予算増額
　②減額を求める予算
　■国の直轄事業負担金の先送り・凍結
　■圏央道アクセス強化事業、北千葉道路事業の圧縮・先送り
　■金田西、つくば沿線３地区区画整理事業の先送り
　■企業立地補助金の新年度分凍結

３．河川洪水対策
　◆河川整備率の引き上げ、水位計の設置

４．柏特別支援学級
　◆過密化・狭隘化の実態、教室棟の増設、
　　今後の児童・生徒数の推移

加藤英雄議員　一般質問　
２月２５日（火）午後２時頃

暮
ら
し
の
願
い
に
応
え
て…

県
政
を
正
し
、
提
案
し
ま
す…
ぜ
ひ
傍
聴
に
お
出
か
け
下
さ
い みわ由美議員　予算委員会　３月３日（火）・４日（水）

　　　両日とも午後３時頃から、質問と答弁を合わせ２２分間です

傍聴される方は、
２１日（金）昼までに県議団
にご連絡下さい。
傍聴券を手配します。
それ以後は、当日に議会棟の
傍聴受付で手続きして下さい。

日本共産党が紹介議員となった請願
○武器見本市DSEI JAPAN に幕張メッセを再度
　貸し出させないことを求める請願（安保関連
　法に反対するママの会＠ちば／幕張メッセで
　の武器見本市に反対する会）
○日米 FTA 交渉入りに反対する請願　○自家増
　殖を原則禁止とする種苗法「改定」の取りや
　めを求める請願　○頻発する災害に備えて農
　業共済制度の活用を円滑にするための掛け金
　助成を求める請願（農民運動千葉県連合会）
○松戸市に県立児童相談所を早期に新設するよ
　う求める請願（松戸に県立児童相談所を早期
　に新設する会）
○３０人学級・教育予算拡充を求める請願（千
　葉県高教組）
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２０２０年度
千葉県予算案

命と暮らしを守り、地域経済の振興を
１兆８１９５億円 ０．９５％(１７３億２千万円 ) の組替え提案

　開会中の２月定例千葉県議会で２月２５日、日本共産党の加藤英雄県議が一
般質問に立ちました。加藤県議は、来年度の県一般会計予算案について、重度
心身障害者医療費助成や私学の家計負担軽減の拡充などが盛り込まれたことに
異論はないとしつつ、安倍政権の消費税１０％、さらなる社会保障費抑制など
から県民生活を守り、防災・減災の街づくりのために、１７３億２千万円規模
の予算案組み替えを提案しました。（詳細は２面参照）
増額予算の一つ目は、お金の有無にかかわらず必要な医療が受けられる施策の拡充。△中学３年までの通

院費助成（３１億円）△国保ひとり親家庭６歳未満の子どもの均等割免除（２２．６億円）など。
　二つ目は、豊かな老後、安心して子育てできる環境。△独居・高齢者のみ世帯の特養ホーム入所待ち早期
解消（１３．５億円）△保育士の人件費補助金引き上げ（２７億円）など。
　三つ目は、どの子にもゆきとどいた教育の保障。△小４・中２まで３５人学級（８．７億円）△産休等代替
教員未配置解消（５．７億円）△私学の年収３５０万円未満世帯の施設整備費減免（１５．８億円）など。
　四つ目は、地元産業の振興。△農業後継者支援（３億円）△商店街・個別商店への支援大幅増額（４億円）。
　五つ目は、安心・安全、減災・防災の街づくり推進。△県管理河川の水位計増設（３．１億円）△信号機
の増設（２．８億円）△生活道路の交通安全対策と道路維持（２１．９億円）などです。
　その財源は、▲法的義務のない国の直轄事業負担金の先送り・凍結（１１９．４億円）▲圏央道アクセス
強化先送り（３．３億円）▲北千葉道路の先送り（１１．３億円）▲金田西・つくば沿線の区画整理事業の
凍結（２５．２億円）▲企業呼び込みの立地補助金新規分凍結（７．３億円）などの減額で確保します。
　当初予算１兆８千億円の、わずか０．９５２％の組替えで県民の暮らしの願いに応えることができます。
これらの提案に対する各部長の答弁は、いずれも背を向けたものばかりでしたが、質問後、「具体的でわか
やすかった」「提案はやれそうだし、ぜひ実現してほしい」との声が寄せられています。

日本共産党　加藤英雄県議一般質問

質疑する加藤英雄県議

河川の洪水対策で水位計の設置は重要です。しかし
県は、２０１８年１２月の日本共産党の質問に「気象
情報など総合的に判断」などとして、水位計の設置を
怠ってきました。
　一昨年の県の意向調査では２１市町村が水位計設置
を求めていましたが、いまだに設置されていません。
　加藤県議は県の危機意識欠如を厳しく指摘。県は、
水位周知河川の次の出水期まで設置や、その他河川の
具体的な検討を約束しました。

河川洪水　危機意識の欠如を指摘
県は水位計の設置を約束しました

陸自オスプレイ　暫定配備
期限確約もない受け入れは撤回を

　防衛省と木更津市は、陸自オスプレイ配備
期間について「５年以内を目標」とする合意
書を結びました。知事は「合意は重い判断」
として、同機の配備を受け入れる方向です。
　しかし、目標は、期限の確約とはいえませ
ん。日本共産党は、この合意を理由に、広域
的に責任をもつ知事が、県民を事故の危険や
騒音にさらすことは許されないと批判。暫定
配備受け入れは、撤回するよう迫りました。

予算委員会　３月３日（火）・４日（水）　みわ由美県議が質疑
両日とも午後３時頃から。質問・答弁あわせて２２分間です。
３日は、DV支援、国保料負担軽減。４日は、公立・公的病院統合・再編問題を予定しています。



31.0
22.6
3.7
13.5
10.8
27.0
8.7
5.7
15.8
3.1
21.9

商工費 3.6

警察費 2.8
173.2

52.0
30.4
4.1
3.3

11.3

25.2
32.9
4.0
2.1

商工費 7.3
総務費 0.3
議会費 0.3

173.2

商店街および個別商店への支援４億円まで増額
土木事務所からの要望額の８０％まで増額

信号機増設 ７０基増（２０１３年度並み年間９０基を増設）

次世代人材投資事業準備型県独自に２年から３年に延長
（150万円×200人）

交通安全対策、道路維持の増額

国保　ひとり親家庭６歳未満の均等割分助成

増額予算

２０２０（令和２）年度千葉県一般会計予算案　組み替え試案（億円）

子どもの医療費　中学３年まで通院助成
衛生費

現行制度 対象７０．６万人
対象７万人

重度障害者児医療費助成窓口完全無料化
特養ホーム建設補助金大幅増額
介護施設職員確保緊急対策

小４、中２で３５人学級実施

商店（街）支援大幅拡充

私学　年収３５０万円未満世帯の施設整備費等減免
水位計の緊急増設

産休、育休、長期療養代替未配置解消

保育士待遇改善事業の増額

現行の身体・知的（7.6万人）と、新たに精神（0.6万人）

当初予算1兆８１９４億８５百万円の０．９５２％減額の合計

農林水産

利根川、江戸川等河川改修、思川ダム開発、砂防

（県費分）
印西～成田間県費分１５億円を半分に圧縮し７.5憶円
市川～白井間3.8憶円
金田西、つくば沿線3地区への繰出金を凍結

広域農道の先送り（県費分）
農地集積加速化促進事業費の圧縮

道路　直轄事業負担金
減額予算

民生費

教育費

土木費

議員の海外調査見送り

２０２０年度の新規分（26企業）

３００床分×４５０万円（独居・高齢のみ入所待ち早期解消）

増額の合計

農林水産 農業後継者支援

介護保険３施設５５０か所で年３６万円×３０００人分

県平均約２５万円×６２９０人分
県管理河川１５４か所×２００万円

２０１９年度で試算１６０人×５４０万円
県単正規採用教員１００人程度確保

県補助金月額上限1万円を３万円に引き上げ

当初予算1兆８１９４億８５百万円の０．９５２％

3.0

大企業への法人事業税超過課税 制限率　２２８億円　　制限税率の半分　１１４憶円参考　新たな財源確保策

土木費

圏央道、国道

両総地区、印旛沼二期地区、成田用水地区
農道整備事業の圧縮
農地中間管理機構事業
企業立地補助金の圧縮

圏央道アクセス強化事業の先送り

北千葉道路整備事業の圧縮・先送り

土地区画整理事業
土地改良　直轄事業負担金

河川　直轄事業負担金
港湾　直轄事業負担金

水道広域化推進プラン策定事業凍結


